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 評価実施機関名

松阪市長

 公表日

令和7年8月1日

特定個人情報保護評価書（重点項目評価書）

評価書番号  評価書名

2 個人住民税賦課業務に関する事務　重点項目評価

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

松阪市は、個人住民税賦課業務に関する事務における特定個人情報ファイル
を取り扱うにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等
の権利利益に重大な影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏え
いその他の事態を発生させるリスクを軽減させるための適切な措置を実施する
ことで、個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言
する。

特記事項



項目一覧

Ⅴ　評価実施手続

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

　（別添２）　変更箇所

Ⅳ　開示請求、問合せ

Ⅰ　基本情報

（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅲ　リスク対策



松阪市では、地方税法及び松阪市税条例に基づき、毎年1月1日現在において市内に住所を有する個人に対
し、個人市県民税を課税。
確定申告書、市県民税申告書、給与支払報告書、年金支払報告書等の課税資料に基づき、税務総合システ
ム等を活用して課税を行う。
○市県民税申告書の送付と受付
○給与支払報告書、年金支払報告書及び給与所得者異動届出等の受付
○納税通知書（普通徴収・特別徴収）の発送
○所得未把握者調査

○課税状況、事業所等の照会機能
○賦課資料入力、異動届出書等の異動更正機能
○普徴帳票、特徴帳票等の発行機能
○確定申告番号管理機能
○事業所管理機能
○年金特徴対象者管理機能
○コンビニ交付システムとの連携機能

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満]

＜選択肢＞
2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

 システム1

)

①eLTAXクライアントから媒体により取得した確定申告書データ（国税連携データ）を取込み、税務システム用
にデータ変換を行う。（eLTAXクライアントと税務システムは接続しておらず、データの連携は媒体により行
う。）
②資料番号を採番する。

[

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ] その他 （

] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] その他 （ 証明書コンビニ交付システム )

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 住民基本台帳ネットワークシステム [[

 システム2～5

 システム2

 ①システムの名称 税務LANシステム（国税連携支援システム）

 ②システムの機能

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称

 ③他のシステムとの接続

個人住民税賦課業務

 ②事務の内容

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 ①システムの名称 個人住民税システム

 ③対象人数 [ 10万人以上30万人未満

 ②システムの機能

[



] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

[ ] その他 （ )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム5

 ①システムの名称 宛名管理システム

 ②システムの機能

宛名管理システムは、住民基本台帳登録者、転出死亡等により住民基本台帳登録者でなくなったもの、住登
外者、法人について、氏名（名称）、住所、生年月日、続柄、送付先住所、を管理するシステムであり、機能は
以下のとおり。
①宛名情報を検索し表示する機能
②個人（法人）の宛名番号が未登録の個人（法人）宛名番号について、新規に個人（法人）宛名番号を付番す
る機能
③宛名情報を保存し管理する機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバー )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

 ②システムの機能

1.宛名番号付番機能：団体内統合宛名番号が未登録の個人について、新規に団体内統合宛名番号を付番す
る機能
2.宛名情報等管理機能：団体内統合宛名システムにおいて宛名情報を団体内統合宛名番号、個人番号と紐
づけて保存し、管理する機能
3.中間サーバー連携機能：中間サーバーまたは中間サーバー端末からの要求に基づき、団体内統合宛名番
号に紐づく宛名情報等を通知する機能
4.既存システム連携機能：既存業務システムからの要求に基づき、個人番号または団体内統合宛名番号に
紐づく宛名情報を通知する機能

[ ○ ] その他 （ 媒体等での連携のため、他システムとの接続はしていない )

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 システム4

 ①システムの名称 統合宛名システム

 システム3

 ①システムの名称 eLTAX

 ②システムの機能

・申告データの審査と管理
・申請・届出データの審査と管理
・申告データの連携
・特別徴収税額通知データの連携



○

[ ] その他 （ )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム7

 ①システムの名称 証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑ

 ②システムの機能

１既存ｼｽﾃﾑ連携機能
　個人住民税システムから証明書情報を連携する機能

２コンビニ交付機能
　証明書交付センターからの要求に応答して証明書自動交付を行う機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム6～10

 システム6

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１．符号管理機能
：　情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するために利
用する「統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する。

２．情報照会機能
：　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会及び情報提供受領（照会し
た情報の受領）を行う。

３．情報提供機能
：　情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報（連携対象）の提供
を行う。

４．各事務システム接続機能
：　中間サーバーと各事務システム、宛名システム及び既存住基システムとの間で情報照会内容、情報提供
内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携する。

５：情報提供等記録管理機能
：　特定個人情報（連携対象）の照会、又は提供があった旨の情報提供記録等を生成し、管理する。

６：情報提供データベース管理機能
：　特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する。

７．データ送受信機能
：　中間サーバーと情報提供ネットワーク（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提供、符号取得
のための情報等について連携する。

８．セキュリティ管理機能
：　セキュリティを管理する。

９．職員認証・権限管理機能
：　中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報（連携
対象）へのアクセス制御を行う。

１０．システム管理機能
：　バッチ処理の状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管切れ情報の削除を行う。



 システム16～20

 システム11～15

[ ○ ] その他 （ 個人住民税システム、マイナポータル申請管理、その他連携するシステム )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム10

 ①システムの名称 申請管理システム

 ②システムの機能

・　業務別データベースへの申請データの格納
　マイナポータル申請管理でダウンロードしたデータを復号し、各業務用フォルダに申請データを格納する機
能
・　申請内容照会と審査状況管理
　申請内容の確認や審査を行うため、申請データの参照や添付書類等の確認、申請データごとに審査状況の
ステータス管理を行う機能
・　個人住民税システムとの申請データ連携
個人住民税システムに申請データを連携する機能

[ ○ ] その他 （ 申請管理システム )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム9

 ①システムの名称 マイナポータル申請管理

 ②システムの機能

デジタル庁事務連絡「令和6年11 月14 日【事務連絡】マイナポータルの利用に係る特定個人情報保護評価の
見直しに関する情報の提供ついて」および「令和6年11 月14 日【別添】サービス検索・電子申請機能の利用に
伴う特定個人情報保護評価書の見直しについて」（以下「デジ庁事務連絡別添」という。）を確認のうえで、次
のように記載します。
・【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を地方公共団体に
公開する機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ マイナポータル申請管理） )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム8

 ①システムの名称 個人住民税申告ポータル

 ②システムの機能
個人住民税についてオンラインで申告ができる機能



]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

実施する

 ５．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ②所属長の役職名 市民税課長

 ６．評価実施機関における担当部署

 ①部署 松阪市総務部市民税課

[

 ３．特定個人情報ファイル名

 ７．他の評価実施機関

 法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）
（平成２５年５月３１日法律第２７号）
・番号法第９条第１項（利用範囲）及び別表の２４の項

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表の主務省令で定める事務
を定める命令（別表省令）
（平成２６年９月１０日号外内閣府・総務省令第５号）
・別表省令第１６条

 ①実施の有無

 ②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第19条第８号に基づく利用特
定個人情報の提供に関する命令（番号法第19条第８号に基づく主務省令）第２条の表における情報提供者が
「市町村長」のうち、利用特定個人情報に「地方税関係情報」が含まれる項（１，２，３，４，５，７，１１，１３，１
５，２０，２８，３７，３９，４２，４８，４９，５３，５７，５８，５９，６３，６５，６６，６９，７３，７５，７６，８１，８３，８４，８
６，８７，８８，８９，９０，９１，９２，９６，９８，１０６，１０８，１１５，１２４，１２５，１２９，１３０，１３２，１３７，１３８，１
４０，１４１，１４２，１４４，１４７，１５１，１５２，１５５，１５６，１５８，１６０，１６１，１６３，１６４，１６５，１６６，１６７，
１６８，１６９，１７０，１７１，１７２，１７３の項）

（情報照会の根拠）
・番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表における情報照会者が「市町村長」のうち、特定個人番号
利用事務に「地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例又は森林環境税及び森
林環境譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）による地方税又は森林環境税の賦課徴収に関する
事務」が含まれる項（４８の項）

 ４．個人番号の利用 ※

個人住民税賦課情報ファイル



○

[

] その他

[

] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ○ ] 雇用・労働関係情報 ○

4） 100項目以上

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報 ] 地方税関係情報 ] 健康・医療関係情報

] 障害者福祉関係情報

] 学校・教育関係情報

] 災害関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 年金関係情報

50項目以上100項目未満

[

[

（

[

別添１を参照。

[

[ ] 個人番号対応符号 ○

]

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満

＜選択肢＞

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

 ③対象となる本人の範囲　※ 市内及び市外在住の課税対象者、市外在住の被扶養者

 その必要性 市税の公平・公正な賦課を実施するため、及び個人住民税賦課業務の効率化を実現するため

 ④記録される項目

 ②対象となる本人の数

 １．特定個人情報ファイル名

住民税賦課情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

[ 10万人以上100万人未満

[

] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所）

・識別情報

・連絡先等情報

○

 主な記録項目　※

[

] 医療保険関係情報 ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ○○

[ ○ ○ [

 ⑥事務担当部署 松阪市総務部市民税課

 ⑤保有開始日 平成27年10月1日

 全ての記録項目

 その妥当性

[ ○ [ ○

[ ○

・業務関係情報

[

[ ○

）

【識別情報】
　・課税対象者を特定するため

【5情報及び連絡先】
　・対象者の賦課要件・世帯情報の確認のため
　・納税通知書等の送付先、本人への連絡先等の把握のため

【業務関係情報】
　・国税関係情報　対象者の所得税に係る情報に基づき、個人住民税の賦課を行うため
　・地方税関係情報　算出した個人住民税額に基づき、納税通知書・税関係証明等の作成・印刷を行うため
　・生活保護関係情報　生活保護関連の給付情報に基づき、減免等の参考とするため
　・年金関係情報　対象者の年金所得に係る情報に基づき、個人市民税の賦課及び年金特徴税額の計算を
行うため

[



[ ○

[

5） 500人以上1,000人未満

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上

松阪市では、地方税法及び松阪市税条例に基づき、毎年1月1日現在において市内に住所を有する個人に対
し、個人市県民税を課税
確定申告書、市県民税申告書、給与支払報告書、年金支払報告書等の課税資料に基づき、税務総合システ
ム等を活用して課税を行う。
○市県民税申告書の送付と受付
○給与支払報告書、年金支払報告書及び給与所得者異動届出等の受付
○納税通知書（普通徴収・特別徴収）の発送
○所得未把握者調査

○ eLTAX ）

] 行政機関・独立行政法人等

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満

] 本人又は本人の代理人

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム] 専用線

] 地方公共団体・地方独立行政法人

）

（

10人以上50人未満

）

[ ○ ] 民間事業者 （

個人の情報を的確に把握し、迅速かつ正確な個人住民税の賦課及び賦課情報の管理業務を行うため

 ①入手元　※

[

 ⑥使用開始日 平成28年1月1日

 情報の突合
必要に応じて、個人住民税事務にて保有する情報と、住民記録システム、生活保護等との情報の突合を行
う。

 ⑤使用方法

[ ○

 ③使用目的　※

 使用部署 総務部市民税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 使用者数

 ④使用の主体

] その他 （

）

[ [] 電子メール [ ○

[

 ②入手方法

）

[

] その他

[ ○

[

他市町村（

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署 （ 戸籍住民課、収納課、保険年金課　他

給与支払者

）

[ ○ （

○ ] 紙 [ ○

国税庁、各年金保険者

] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）



＜選択肢＞

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

住民情報システム保守業務委託

＜選択肢＞

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

申告情報のパンチ入力事業

松阪市では、委託契約を行う際に再委託を原則禁止しているが、再委託を行う場合は委託契約時において再
委託承諾願の提出を求め、再委託先及び再委託業務内容について明らかにしたうえで許可している。

＜選択肢＞

] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

（

]

）　件

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

10人以上50人未満

委託する

3

1） 再委託する 2） 再委託しない

＜選択肢＞

] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

外部発送帳票のプリンティング事業

 ①委託内容 個人住民税システム保守業務委託

 ②委託先における取扱者数 [

 ③委託先名 株式会社　松阪電子計算センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※ [

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

10人以上50人未満

再委託しない

 委託事項2～5

 ③委託先名 株式会社　松阪電子計算センター

 ④再委託の有無　※ [

 ①委託内容

 ②委託先における取扱者数 [

[

[

[

株式会社　松阪電子計算センター

10人以上50人未満

再委託する

再
委
託

 ⑤再委託の許諾方法
松阪市では、委託契約を行う際に再委託を原則禁止しているが、再委託を行う場合は委託契約時において再
委託承諾願の提出を求め、再委託先及び再委託業務内容について明らかにしたうえで許可している。

 ⑥再委託事項 給与支払報告書等のパンチ入力業務

]

＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満

 委託の有無　※

 ②委託先における取扱者数

再委託する

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 ④再委託の有無　※

封入封緘業務

 委託事項2

 委託事項3

 委託事項1

 ①委託内容 外部発送帳票のプリンティング

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 ③委託先名

再
委
託

申告情報のパンチ入力



] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

＜選択肢＞

証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑの安定した運用のため専門知識を持った業者に保守を委託

＜選択肢＞

] 1） 10人未満

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑ保守

申請管理システム運用保守業務委託

[

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ③委託先名

 委託事項16～20

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

＜選択肢＞

 ①委託内容 個人住民税システム保守業務委託

[

＜選択肢＞

再委託しない

10人以上50人未満

 ④再委託の有無　※ [

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 委託事項6～10

2） 10人以上50人未満

 ②委託先における取扱者数 10人未満

 ②委託先における取扱者数

 ③委託先名 株式会社　松阪電子計算センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※ [

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 委託事項11～15

 委託事項5

 委託事項4

再委託しない

株式会社　松阪電子計算センター

再
委
託

 ①委託内容



] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

10万人以上100万人未満

[

[

[ [

[

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] 行っていない

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

） 件 [

 移転先16～20

 ②提供先における用途 番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表に定める事務

 ②移転先における用途 番号法第１９条第８号別表 に定める事務（別紙２参照）

）

 ③移転する情報

 ⑦時期・頻度

 提供先11～15

 提供先6～10

番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表に定める情報照会者 （別紙１参照） 提供先1

] 提供を行っている 21 ） 件

 ①法令上の根拠 番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表 （別紙１参照）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号別表 （別紙２参照）

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

 ⑦時期・頻度

[ ○

[ ] その他 （

 提供先2～5

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

] 移転を行っている （

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

] フラッシュメモリ

）

 提供・移転の有無

 ③提供する情報

（ ○72

「２．③対象となる本人の範囲」 と同じ

 提供先16～20

 移転先1 番号法第１９条第８号別表に定める情報照会者 （別紙２参照）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

○ [

5） 1,000万人以上

「２．③対象となる本人の範囲」 と同じ
 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

] 庁内連携システム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

[ ] その他 （

[ ] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 移転先2～5

[ [

[ [
 ⑥移転方法

10万人以上100万人未満[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

 移転先6～10

 移転先11～15



 ７．備考

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

【保管】
１．本市における措置
（１）本市庁舎における措置
① 電子ファイルは松阪市が契約するデータセンター内のサーバ室（入退室管理あり）内に設置されたサーバ
に保管されている。また、シンクライアント方式であるため、本庁舎内の物理端末にデータは保存されていな
い。
② サーバへのアクセスは管理者に認められたユーザーのみ可能であり、IDと静脈認証が必要である。
③ 届出書類については鍵付きの書庫に保管している。
（２）ガバメントクラウドにおける措置
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
ア）ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
イ）日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

２．中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、政府情報システムのためのセキュリティ
評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュ
リティ対策はクラウドサービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適
切に実施されているほか、次を満たしている。
　　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
　　・日本国内でデータを保管している。
（２）特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータベー
ス内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

３．マイナポータル申請管理における措置
・マイナポータル申請管理から取得したデータは、セキュリティゲートにて入退館管理をしている建物のうち、さ
らに厳格な入退室管理を行っている区画に設置したサーバ内に保管している。
・基幹システムにデータを移動するための外部記憶媒体は、施錠できるキャビネットに保管している。

【消去】
１．本市における措置
（１）本市庁舎における措置
① 特定個人情報等の重要な情報資産については、物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用により、情報
資産を復元できないように消去を行うことをルール化している。
② 届出書類の廃棄については、文書管理規定上の年数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書について
記録をしている。廃棄する文書についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行っている。
（２）ガバメントクラウドにおける措置
① 特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データは国
及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することは
ない。
② クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの復元
がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去
する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移
行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった
環境の破棄等を実施する。

２．中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはない。
（２）クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスクやハード等
を交換する際は、クラウドサービス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さらに、第三者の監査機関が定期的に発行
するレポートにより、クラウドサービス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理的破壊が行われ
ていることを確認する。
（３）中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サーバー・プ
ラットフォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置している
ディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

３．マイナポータル申請管理における措置
・LGWAN接続端末に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、紙に打出し後、速やかに完全消去す
る。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、使用の都度速やかに完全消去する。



 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

■構成
　①識別情報
　②連絡先情報
　③業務関連情報
　　③－①国税関係情報
　　③－②地方税関係情報
　　③－③医療保険関係情報
　　③－④障害者福祉関係情報
　　③－⑤生活保護・社会福祉関係情報
　　③－⑥雇用・労働関係情報
　　③－⑦年金関係情報
　
①識別情報
　1.個人番号
　2.宛名番号

②連絡先情報
　1.氏名
　2.氏名の振り仮名
　3.性別
　4.生年月日
　5.住所
　6.電話番号
　7.世帯番号
　8.続柄
　9.世帯主氏名
10.送付先情報
11.振替口座情報

③－①国税関係情報
　1.相当年度
　2.収入金額
　3.控除金額
　4.所得金額
　5.所得税額
　6.配偶者情報
　7.扶養情報

③－②地方税関係情報
　1.相当年度
　2.収入金額
　3.控除金額
　4.所得金額
　5.住民税額（市町村民税、都道府県民税）
　6.配偶者情報
　7.扶養情報

③－③医療保険関係情報
　1.生命保険料情報

③－④障害者福祉関係情報
　1.障害者情報（程度・等級）

③－⑤生活保護・社会福祉関係情報
　1.生活保護情報

③－⑥雇用・労働関係情報
　1.勤務先情報

③－⑦年金関係情報
　1.年金収入金額
　2.年金保険者情報



]
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
[ 行っている

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 ユーザ認証の管理

]

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

十分である

[ 十分である

3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である

＜選択肢＞

リスク：必要な情報以外を入手されるリスク
リスクに対する措置の内容：個人住民税システムの操作者の操作情報を記録しており、目的外の入手が行われていないか監査証跡できる。

マイナポータル申請管理における措置
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必要な者の要件を明示・周知し、本人以外の情報の入手を防止する。
個人住民税申告ポータルにおける措置
住民が個人住民税申告ポータルの画面の誘導に従い申請フォームに必要情報を入力することとなるが、画面での誘導を簡潔に行うことで不
要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

 具体的な管理方法 使用可能ユーザーのみの登録、静脈認証

 その他の措置の内容
静脈認証後は、そのユーザーがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行いない対策を
行っている。
ネットワークを論理分割し、不要な端末からの利用ができないような制限を実施している。

十分である ]
＜選択肢＞

[

Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスクへの対策は十分か

 ３．特定個人情報の使用

 リスクへの対策は十分か

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

届出者の窓口での本人確認を徹底することで、届出者以外の情報の入手は行わない。

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクに対する措置の内容

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

・システムへアクセスできるユーザーの制限
・システムの操作履歴の記録
・情報セキュリティ研修等を通じて、目的外利用の禁止を徹底する。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

[

 １．特定個人情報ファイル名

住民税賦課情報ファイル

 リスクへの対策は十分か



 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置



 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

 具体的な方法

[
 リスクへの対策は十分か

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

]
1） 特に力を入れて行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

2） 十分に行っている

＜選択肢＞

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

委託者であっても、松阪市において個人住民税システムを操作する場合は、操作者の操作した内容を記録し
不正な利用が行われていないか監査証跡できる。

 その他の措置の内容

2） 十分である

定めている[

十分である

[ 十分に行っている

委託契約の際に、個人情報取扱い特記事項を定め契約の要件としている。

 委託契約書中の特定個人情報
ファイルの取扱いに関する規定

 再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの担保

] 委託しない

 規定の内容

再委託を行う場合は委託契約時において再委託承諾書を別途取り交わし、再委託先においても当該委託業
務にかかかる委託契約書の「個人情報の取り扱い」および「機密の保持」について同等の義務を負わせると明
記ししている。

[



[ ○

 ルールの内容及びルー
ル遵守の確認方法

[
＜選択肢＞

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 その他の措置の内容

1） 定めている 2） 定めていない

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

[

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

 リスクへの対策は十分か

]

] 提供・移転しない



[

[ 十分である
2） 十分である

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜松阪市における措置＞
・番号法の規定に基づき、認められている範囲内において特定個人情報の照会を行う。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
1.情報照会機能（※1）により情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証の発行
と照会内容の照会許可用照合リスト（※2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネット
ワークシステムから、情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つまり、番号法上認め
られた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティリスクに対応している。
2.中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※3）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン
連携を抑止する仕組みになっている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機能。
（※2）番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表及び番号法第19条第14号に基づき、事務手続きごと
に情報照会者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※3）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報へ
のアクセス制御を行う機能

 リスクへの対策は十分か

 リスクへの対策は十分か

3） 課題が残されている

2） 十分である

]

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 ] 接続しない（提供）[ ] 接続しない（入手）

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている
[ 十分である

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供ネット
ワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して情報提供機能により、照会許可用照合リストに基づき
情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワークシス
テムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した情報を自
動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
③特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特
定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が
不正に提供されるリスクに対応している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施
した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携
を抑止する仕組みとなっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う機能

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置



3） 課題が残されている

 リスクへの対策は十分か

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている

3） 十分に行っていない

2） 十分に行っている

 ７．特定個人情報の保管・消去

 ①事故発生時手順の策定・周
知

[ ]
1） 発生あり

発生なし

[ 十分に行っている

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[ 十分である

 その他の措置の内容

・個人住民税システムの端末は、シンクライアントであり、仮に盗難にあった場合も特定個人情報へのアクセ
スは出来ない仕組みを構築している。
・端末の画面について、一定時間においてスクリーンセーバーの起動設定を施している。
・各端末においてUSBポートの使用禁止設定がされており、データを外部媒体に移転する必要がある場合に
のみ使用を許可している。

＜選択肢＞

2） 発生なし
 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関す
る重大事故が発生したか

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

 再発防止策の内容

 その内容



【保管場所】
・電子データの特定個人情報については、入退室管理が行われているサーバー室へ設置したサーバー内に保管する。
・申告書等の紙の資料については鍵付きの書庫に保管している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①　ISMAPのリストに登録されたクラウドサービスから調達することとなっており，システムのサーバ等は，クラウド事業者が保有・管理する環境
に構築し、その環境には認可されたものだけがアクセスできるよう適切な入退室管理を行っている。
②　事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととなっている。

＜中間サーバープラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が保有・
管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管
理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。
　　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
　　・日本国内でデータを保管している。

＜マイナポータル申請管理における措置＞
・マイナポータル申請管理から取得したデータは、セキュリティゲートにて入退館管理をしている建物のうち、さらに厳格な入退室管理を行って
いる区画に設置したサーバ内に保管している。
・基幹システムにデータを移動するための外部記憶媒体は、施錠できるキャビネットに保管している。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用により、情報資産を復元できないように消去を行
うことをルール化している。
・申告書等の紙の資料の廃棄については、文書管理規定上の年数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書について記録をしている。廃棄す
る文書についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行っている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスクやハード等を交換する際は、クラウドサービス
事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さらに、
第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウドサービス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理的破壊が行
われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保
存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置しているディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドにおいては、データの復元がなされないようにクラウド事業者において、NIST800-88等の公的ガイドに準拠したプロセスに
従って確実にデータ消去する。

＜マイナポータル申請管理における措置＞
・LGWAN接続端末に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、紙に打出し後、速やかに完全消去する。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、使用の都度速やかに完全消去する。

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置



1.ガバメントクラウドにおける措置
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びそ
の業務データの取扱いについて委託を受けるアプリケーション開発事業者等が責任を有する。ガバメントクラ
ウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメント
クラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対
応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケーションサービス
を提供するアプリケーション開発事業者等が対応するものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生じる
場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

2.中間サーバー･プラットフォームにおける措置
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資
材を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接続運
用規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実施することと
している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）
に登録されたクラウドサービス事業者による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担当者によるセキュリ
ティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実現する。

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

] 自己点検 ] 外部監査

]

[] 内部監査[ ○ [

[ 十分に行っている

 １０．その他のリスク対策

 ８．監査

 実施の有無

 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

 ９．従業者に対する教育・啓発



 ①連絡先

松阪市総務部市民税課
〒515-8515　三重県松阪市殿町1340番地1
TEL 0598-53-4027　FAX 0598-26-9114
E-mail　shizei@city.matsusaka.mie.jp

 ②対応方法 問い合わせ受付票を用意し、対応記録を残す。

Ⅳ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先

松阪市総務部総務課文書・情報公開係
〒515-8515　三重県松阪市殿町1340番地1
TEL 0598-53-4055　FAX 0598-22-1522
E-mail　sou.div@city.matsusaka.mie.jp

 ②請求方法 指定様式による書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受け付け

 ③法令による特別の手続

 ④個人情報ファイル簿への不
記載等

－

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ



 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和6年12月1日

Ⅴ　評価実施手続

 ①方法 －

 ③主な意見の内容

 ②実施日・期間 －

－

 ②方法

 ③結果

 ３．第三者点検　【任意】

 ①実施日 －

－

 ２．国民・住民等からの意見の聴取　【任意】

 ②しきい値判断結果 ＜選択肢＞
1） 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
2） 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に重点項目評価を実施）
3） 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に重点項目評価を実施）

][ 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる



平成29年9月29日

平成29年9月29日

（別添２）変更箇所
提出時期に係る説明

Ⅳ２．特定個人情報に関する問
合せ

松阪市税務部税務課 松阪市税務部市民税課 事後
事前通知事項に該当しない
担当課名称の修正

変更前の記載 変更後の記載 提出時期変更日

平成28年10月28日

平成28年10月28日

平成29年9月29日

項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　委託事項４

証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑ保守

Ⅰ５．②法令上の根拠

（別表第二における情報提供の根拠）
・第三欄（情報提供者）が「市町村長」のうち、第四
欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１，２，３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、２
６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３９、４０、４
２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６
５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８７、９１、９
２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０
８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７の項）

・別表第二省令第１条、第２条、第３条、第４条、第
６条、第７条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９
条、第２０条、第２２条、第２３条、第２５条、第２８
条、第３４条、第３５条、第３６条、第４０条、第４３
条、第４４条、第４７条、第４９条、第５０条、第５１
条、第５５条、第５８条、第５９条

（別表第二における情報提供の根拠）
・第三欄（情報提供者）が「市町村長」のうち、第四
欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１，２，３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、２
６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４
０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６
４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８７、９
１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１１９の項）

・別表第二省令第１条、第２条、第３条、第４条、第
６条、第７条、第８条、第１０条、第１２条、第１３条、
第１９条、第２０条、第２２条、第２２条の２、第２３
条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８条、第
３４条、第３５条、第３６条、第３９条、第４０条、第４
３条、第４３条の３、第４４条、第４４条の２、第４７
条、第４９条、第４９条の２、第５０条、第５１条、第
５３条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、
第５９条の３

事前

10人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　①委託内容

　
証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑの安定した運用のため
専門知識を持った業者に保守を委託

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　②委託先にお
ける取扱数



平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　④再委託の有
無

再委託しない

株式会社　松阪電子計算センター

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　②委託先にお
ける取扱数

10人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　④再委託の有
無

再委託しない

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　③委託先名

株式会社　松阪電子計算センター

証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑ保守

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　③委託先名

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　①委託内容

証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑの安定した運用のため
専門知識を持った業者に保守を委託

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要　4．特定個人情報ファイルの
取り扱いの委託　委託事項４



平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成29年9月29日

平成31年4月1日

平成31年4月1日

平成31年4月1日

事前通知事項に該当しない

Ⅰ６．評価実施機関における担
当部署 ②所属長の役職名

市民税課長　北川　高広 市民税課長 事後

Ⅰ６　評価実施機関における担
当部署　②所属長名

②所属長名　中井　昇 ②所属長名　北川　高広 事後

Ⅳ２．特定個人情報に関する問
合せ

松阪市税務部市民税課 松阪市総務部市民税課 事後 事前通知事項に該当しない

Ⅱ　4　委託事項４ -

①委託内容：　証明書コンビニ交付ｼｽﾃﾑ保守
②委託先における取扱数：　10人未満
③委託先名：　松阪電子計算センター
④再委託の有無：　再委託しない

事前

Ⅱ　4　委託事項２ 再委託の有無　再委託しない

 ④再委託の有無
　   再委託する
 ⑤再委託の許諾方法
     松阪市では、委託契約を行う際に再委託を原
則禁止しているが、再委託を行う場合は委託契約
時において再委託承諾願の提出を求め、再委託
先及び再委託業務内容について明らかにしたうえ
で許可している。
 ⑥再委託事項
　給与支払報告書等のパンチ入力業務

事前

Ⅱ ２．基本情報  ⑥事務担当部
署

松阪市税務部市民税課 松阪市総務部市民税課 事後

Ⅱ　３．特定個人情報の入手・
使用　④使用の主体　使用部署

税務部市民税課 総務部市民税課 事後



平成31年4月1日

平成31年4月19日

令和4年2月10日

令和4年2月10日

令和4年2月10日

令和4年2月10日

平成31年4月1日

平成31年4月1日

Ⅱ　５．特定個人情報の提供・
移転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無　提供を行っ
ている件数

56 57 事後

Ⅲ　３．特定個人情報の使用
その他の措置の内容

不正利用が行いない 不正利用が行えない 事後

Ⅲ　４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託　再委託先による
特定個人情報ファイルの適切な
取扱いの担保　具体的な方法

明記ししている 明記している 事後

Ⅴ　評価実施手続
１．基礎項目評価

2015/7/8 2019/4/1 事後

Ⅰ 基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第19条第７号 番号法第19条第８号 事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要(1)　５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除
く。）
提供先１

番号法第１９条第７号別表第２に定める情報照会
者 （別紙１参照）

番号法第１９条第８号別表第２に定める情報照会
者 （別紙１参照）

事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要(1)　５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除
く。）
提供先１　①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第２ （別紙１参照） 番号法第１９条第８号別表第２ （別紙１参照） 事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要(1)　５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１

番号法第１９条第７号別表第１に定める情報照会
者 （別紙２参照）

番号法第１９条第８号別表第１に定める情報照会
者 （別紙２参照）

事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更



令和4年2月10日

令和4年2月10日

令和4年2月10日

令和4年2月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要(1)　５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１　①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第１ （別紙２参照） 番号法第１９条第８号別表第１ （別紙２参照） 事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要(1)　５．特定個人情報の提
供・移転（委託に伴うものを除
く。）
移転先１　②移転先における用
途

番号法第１９条第７号別表第１ に定める事務（別
紙２参照）

番号法第１９条第８号別表第１ に定める事務（別
紙２参照）

事後
重要な変更に当たらない法令改
正に伴う変更

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要 ６．特定個人情報の・保管・
消去　保管場所

【保管】
・情報企画課が管理しているサーバー室（入退室
管理あり）内に設置されたサーバー内に保管され
ている。
・サーバーへのアクセスは管理者に認められた
ユーザーのみ可能
・申告書等の紙の資料については鍵付きの書庫に
保管している。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、
物理的破壊または、データ消去ソフト等の使用に
より、情報資産を復元できないように消去を行うこ
とをルール化している。
・申告書等の紙の資料の廃棄については、文書管
理規定上の年数経過後廃棄処理の判断を行い、
廃棄文書について記録をしている。廃棄する文書
についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行ってい
る。

【保管】
・松阪市が契約するデータセンター内のサーバ室
（入退室管理あり）内に設置されたサーバ内に保
管されている。
・サーバへのアクセスは管理者に認められたユー
ザーのみ可能であり、IDと静脈認証が必要
・届出書類については鍵付きの書庫に保管してい
る。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、
物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用によ
り、情報資産を復元できないように消去を行うこと
をルール化している。
・届出書類の廃棄については、文書管理規定上の
年数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書に
ついて記録をしている。廃棄する文書については
シュレッダーで裁断し廃棄を行っている。

事後
重要な変更に当たらない
既存システムの委託先
の変更

Ⅴ　評価実施手続き１．基礎項
目評価①実施日

2019/4/1 2022/2/10 事後



令和6年12月2日

Ⅰ 基本情報
４．個人番号の利用
法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律（番号法）
（平成２５年５月３１日法律第２７号）
・番号法第９条第１項（利用範囲）及び別表第一の
１６の項

行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律別表第一の主務省令
で定める事務を定める命令（別表第一省令）
（平成２６年９月１０日号外内閣府・総務省令第５
号）
・別表第一省令第１６条

行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律（番号法）
（平成２５年５月３１日法律第２７号）
・番号法第９条第１項（利用範囲）及び別表の２４
の項

行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律別表の主務省令で定
める事務を定める命令（別表省令）
（平成２６年９月１０日号外内閣府・総務省令第５
号）
・別表省令第１６条

事前



令和6年12月2日

令和6年12月2日

令和6年12月2日

Ⅰ 基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制
限）及び別表第二並びに行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する法
律別表第二の主務省令で定める事務及び情報を
定める命令（別表第二省令）
（平成２６年１２月１２日号外内閣府・総務省令第７
号）

（別表第二における情報提供の根拠）
・第三欄（情報提供者）が「市町村長」のうち、第四
欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１，２，３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、２
６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４
０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６
４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８７、９
１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１１９の項）

・別表第二省令第１条、第２条、第３条、第４条、第
６条、第７条、第８条、第１０条、第１２条、第１３条、
第１９条、第２０条、第２２条、第２２条の２、第２３
条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８条、第
３４条、第３５条、第３６条、第３９条、第４０条、第４
３条、第４３条の３、第４４条、第４４条の２、第４７
条、第４９条、第４９条の２、第５０条、第５１条、第
５３条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、
第５９条の３

（別表第二における情報照会の根拠）
・第一欄（情報照会者）が「市町村長」のうち、第二
欄（事務）に「地方税法その他の地方税に関する
法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税
の賦課徴収に関する事務」が含まれる項（２７の
項）
・別表第二省令第２０条

（情報提供の根拠）
・行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律第19条第８号に基づく
利用特定個人情報の提供に関する命令（番号法
第19条第８号に基づく主務省令）第２条の表にお
ける情報提供者が「市町村長」のうち、利用特定個
人情報に「地方税関係情報」が含まれる項（１，２，
３，４，５，７，１１，１３，１５，２０，２８，３７，３９，４
２，４８，４９，５３，５７，５８，５９，６３，６５，６６，６
９，７３，７５，７６，８１，８３，８４，８６，８７，８８，８
９，９０，９１，９２，９６，９８，１０６，１０８，１１５，１２
４，１２５，１２９，１３０，１３２，１３７，１３８，１４０，１
４１，１４２，１４４，１４７，１５１，１５２，１５５，１５６，
１５８，１６０，１６１，１６３，１６４，１６５，１６６，１６
７，１６８，１６９，１７０，１７１，１７２，１７３の項）

（情報照会の根拠）
・番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の
表における情報照会者が「市町村長」のうち、特定
個人番号利用事務に「地方税法その他の地方税
に関する法律及びこれらの法律に基づく条例又は
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
（平成三十一年法律第三号）による地方税又は森
林環境税の賦課徴収に関する事務」が含まれる項
（４８の項）

事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１

番号法第１９条第８号別表第２に定める情報照会
者 （別紙１参照）

番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表
に定める情報照会者 （別紙１参照）

事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号別表第２ （別紙１参照）
番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表
（別紙１参照）

事前



令和6年12月2日

令和6年12月2日

令和6年12月2日

令和6年12月2日

令和6年12月2日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
②提供先における用途

番号法別表第２に定める事務
番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表
に定める事務

事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１

５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを
除く。）　提供・移転の有無　提供：56

５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを
除く。）　提供・移転の有無　提供：72

事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１

番号法第１９条第８号別表第１に定める情報照会
者 （別紙２参照）

番号法第１９条第８号別表に定める情報照会者
（別紙２参照）

事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号別表第１ （別紙２参照） 番号法第１９条第８号別表 （別紙２参照） 事前

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
②提供先における用途

番号法第１９条第８号別表第１ に定める事務（別
紙２参照）

番号法第１９条第８号別表 に定める事務（別紙２
参照）

事前



令和6年12月2日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
保管場所

【保管】
・松阪市が契約するデータセンター内のサーバ室
（入退室管理あり）内に設置されたサーバ内に保
管されている。
・サーバへのアクセスは管理者に認められたユー
ザーのみ可能であり、IDと静脈認証が必要
・届出書類については鍵付きの書庫に保管してい
る。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、
物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用によ
り、情報資産を復元できないように消去を行うこと
をルール化している。
・届出書類の廃棄については、文書管理規定上の
年数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書に
ついて記録をしている。廃棄する文書については
シュレッダーで裁断し廃棄を行っている。

【保管】

１．本市における措置

（１）本市庁舎における措置

① 電子ファイルは松阪市が契約するデータセンター内のサーバ室（入退室管理あり）内に設置され

たサーバに保管されて

いる。また、シンクライアント方式であるため、本庁舎内の物理端末にデータは保存されていない。

② サーバへのアクセスは管理者に認められたユーザーのみ可能であり、IDと静脈認証が必要であ

る

③ 届出書類については鍵付きの書庫に保管している。

（２）ガバメントクラウドにおける措置

①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウ

ド事業者が実施す

る。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ

管理策が適切

に実施されているほか、次を満たすものとする。

ア）ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。

イ）日本国内でのデータ保管を条件としていること。

②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バック

アップも日本国内に

設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置

（１）中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及び

サーバー室への入室

を厳重に管理する。

（２）特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バック

アップもデータベース上

に保存される。

【消去】

１．本市における措置

（１）本市庁舎における措置

① 特定個人情報等の重要な情報資産については、物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用によ

り、情報資産を復元で

きないように消去を行うことをルール化している。

② 届出書類の廃棄については、文書管理規定上の年数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書

について記録をしている。

廃棄する文書についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行っている。

（２）ガバメントクラウドにおける措置

① 特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務デー

タは国及びガバメントク

ラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。

② クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデー

タの復元がなされない

よう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去す

る。

③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラ

ウドへ移行することに

なるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった環境

の破棄等を実施

する。

２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置

（１）特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サー

バー・プラットフォームの保

守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。

（２）ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者

において、保存され

た情報が読み出しできないよう、物理的破壊により完全に消去する。

事前



令和6年12月2日

Ⅲ リスク対策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスクに対する措置の内容

＜松阪市における措置＞
・番号法の規定に基づき、認められている範囲内
において特定個人情報の照会を行う。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
1.情報照会機能（※1）により情報提供ネットワーク
システムに情報照会を行う際には、情報提供許可
証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※
2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求
め、情報提供ネットワークシステムから、情報提供
許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。つまり、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供
やセキュリティリスクに対応している。
2.中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※3）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、
不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっ
ている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行
う機能。
（※2）番号法別表2及び第19条第14号に基づき、
事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※3）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個
人情報へのアクセス制御を行う機能

＜松阪市における措置＞
・番号法の規定に基づき、認められている範囲内
において特定個人情報の照会を行う。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
1.情報照会機能（※1）により情報提供ネットワーク
システムに情報照会を行う際には、情報提供許可
証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※
2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求
め、情報提供ネットワークシステムから、情報提供
許可証を受領してから情報照会を実施することに
なる。つまり、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供
やセキュリティリスクに対応している。
2.中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※3）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録
が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、
不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっ
ている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行
う機能。
（※2）番号法第19条第８号に基づく主務省令第２
条の表及び番号法第19条第14号に基づき、事務
手続きごとに情報照会者、情報提供者、照会・提
供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※3）中間サーバーを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定個
人情報へのアクセス制御を行う機能

事前



令和6年12月2日

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
特定個人情報の保管・消去にお
けるその他のリスク及びそのリ
スクに対する措置

【保管場所】
・電子データの特定個人情報については、入退室
管理が行われているサーバー室へ設置したサー
バー内に保管する。
・申告書等の紙の資料については鍵付きの書庫に
保管している。

＜中間サーバープラットフォームにおける措置＞
1.中間サーバープラットフォームはデータセンター
に設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を厳重に管理する。
2.特定個人情報は、サーバー室に設置された中間
サーバーのデータベース内に保存されバックアッ
プもデータベース上に保存される。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、
物理的破壊又はデータ消去ソフト等の使用によ
り、情報資産を復元できないように消去を行うこと
をルール化している。
・申告書等の紙の資料の廃棄については、文書管
理規定上の年数経過後廃棄処理の判断を行い、
廃棄文書について記録をしている。廃棄する文書
についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行ってい
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
1.特定個人情報の消去は地方公共団体からの操
作によって実施されるため、通常、中間サーバー
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定
個人情報を消去することはない。
2.ディスク交換やハード更改等の際は、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者に
おいて、保存された情報が読み出しできないよう、
物理破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

【保管場所】
・電子データの特定個人情報については、入退室管理が行われ
ているサーバー室へ設置したサーバー内に保管する。
・申告書等の紙の資料については鍵付きの書庫に保管している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①　ISMAPのリストに登録されたクラウドサービスから調達するこ
ととなっており，システムのサーバ等は，クラウド事業者が保有・
管理する環境に構築し、その環境には認可されたものだけがアク
セスできるよう適切な入退室管理を行っている。
②　事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出でき
ないこととなっている。

＜中間サーバープラットフォームにおける措置＞
1.中間サーバープラットフォームはデータセンターに設置してお
り、データセンターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管
理する。
2.特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーの
データベース内に保存されバックアップもデータベース上に保存さ
れる。

【消去】
・特定個人情報等の重要な情報資産については、物理的破壊又
はデータ消去ソフト等の使用により、情報資産を復元できないよう
に消去を行うことをルール化している。
・申告書等の紙の資料の廃棄については、文書管理規定上の年
数経過後廃棄処理の判断を行い、廃棄文書について記録をして
いる。廃棄する文書についてはシュレッダーで裁断し廃棄を行っ
ている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
1.特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施
されるため、通常、中間サーバープラットフォームの保守・運用を
行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
2.ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者において、保存された情報が
読み出しできないよう、物理破壊又は専用ソフト等を利用して完全
に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドにおいては、データの復元がなされないようにク
ラウド事業者において、NIST800-88等の公的ガイドに準拠したプ
ロセスに従って確実にデータ消去する。

事前



令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム８
①システムの名称

- 個人住民税申告ポータル 事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム８
②システムの機能

-
個人住民税についてオンラインで申告ができる機
能

事前

令和6年12月2日

令和6年12月2日
Ⅴ　評価実施手続き１．基礎項
目評価①実施日

2022/2/10 2024/12/1 事前

令和6年12月2日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
３．特定個人情報の入手・使用
③使用目的

Ⅲ リスク対策
９．従業員に対する教育・啓発
具体的な方法

1.各課ごとに情報管理担当者を定め、毎年1回情
報セキュリティ研修を行っている。
2.新規採用職員に対して、情報セキュリティ・個人
情報保護に関する集合研修を行っている。
3.毎年1回個人情報保護研修を、全職員を対象に
集合研修を行っている。
4.情報セキュリティ関連のe-ラーニングを希望者に
対して行っている。

1.ガバメントクラウドにおける措置
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体
及びその業務データの取扱いについて委託を受け
るアプリケーション開発事業者等が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの
運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象
の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場か
ら、その契約を履行させることで対応する。また、
ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地
方公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するアプリケーション開発事業者等が対応する
ものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生
じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係
者で協議を行う。

2.中間サーバー･プラットフォームにおける措置
中間サーバー・プラットフォームを活用することによ
り、統一した設備環境による高レベルのセキュリ
ティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用
担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術
力の高い運用担当者による均一的で安定したシス
テム運用・監視を実現する。

事前

税務部市民税課、嬉野地域振興局、三雲地域振
興局、飯南地域振興局、飯高地域振興局

総務部市民税課 事後



令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム１０
②システムの機能

-

・　業務別データベースへの申請データの格納
　マイナポータル申請管理でダウンロードしたデー
タを復号し、各業務用フォルダに申請データを格納
する機能
・　申請内容照会と審査状況管理
　申請内容の確認や審査を行うため、申請データ
の参照や添付書類等の確認、申請データごとに審
査状況のステータス管理を行う機能
・　個人住民税システムとの申請データ連携
個人住民税システムに申請データを連携する機能

事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム１０
③他のシステムとの接続

-
個人住民税システム、マイナポータル申請管理、
その他連携するシステム

事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム９
③他のシステムとの接続

- 申請管理システム 事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム１０
①システムの名称

- 申請管理システム 事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム９
①システムの名称

- マイナポータル申請管理 事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム９
②システムの機能

-

デジタル庁事務連絡「令和6年11 月14 日【事務連
絡】マイナポータルの利用に係る特定個人情報保
護評価の見直しに関する情報の提供ついて」およ
び「令和6年11 月14 日【別添】サービス検索・電子
申請機能の利用に伴う特定個人情報保護評価書
の見直しについて」（以下「デジ庁事務連絡別添」
という。）を確認のうえで、次のように記載します。
・【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を行っ
た際の申請データ取得画面又は機能を地方公共
団体に公開する機能

事前

令和7年8月1日

Ⅰ 基本情報　２．特定個人情報
ファイルを取り扱う事務において
使用するシステム　システム８
③他のシステムとの接続

- マイナポータル申請管理 事前



令和7年8月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイルの
取扱の委託　委託事項５　④再
委託の有無

- 再委託しない 事前

令和7年8月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイルの
取扱の委託　委託事項５　②委
託先における取扱者数

- 10人以上50人未満 事前

令和7年8月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイルの
取扱の委託　委託事項５　③委
託先名

- 株式会社　松阪電子計算センター 事前

令和7年8月1日
Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイルの
取扱の委託　委託事項５

- 申請管理システム運用保守業務委託 事前

令和7年8月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイルの
取扱の委託　委託事項５　①委
託内容

- 個人住民税システム保守業務委託 事前

令和7年8月1日
Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　２．基本情報 ④記録される
項目 その妥当性

4情報 5情報 事前



令和7年8月1日
Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要　 ６．特定個人情報の保管・
消去　保管場所

～～（一部省略）～～

２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
（２）特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベース上に保存される。

～～（一部省略）～～
２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
が特定個人情報を消去することはない。
（２）ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊により完全に消去する。

～～（一部省略）～～

２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）中間サーバー･プラットフォームは政府情報システムのためのセ
キュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が
保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュ
リティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。・
ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。・日本国内で
データを保管している。
（２）特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境
に構築する中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

３．マイナポータル申請管理における措置
・マイナポータル申請管理から取得したデータは、キュリティゲートにて
入退館管理をしている建物のうち、さらに厳格な入退室管理を行って
いる区画に設置したサーバ内に保管している。
・基幹システムにデータを移動するための外部記憶媒体は、施錠でき
るキャビネットに保管している。

～～（一部省略）～～
２　中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（１）特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施さ
れるため、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはな
い。
（２）クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメ
ンテナンス等によりディスクやハード等を交換する際は、クラウドサー
ビス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さ
らに、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウド
サービス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理的破
壊が行われていることを確認する。
（３）中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報
システム機構及び中間サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置してい
るディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

３．マイナポータル申請管理における措置
・LGWAN接続端末に一時的に記録した個人番号付電子申請データ
は、紙に打出し後、速やかに完全消去する。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、使
用の都度速やかに完全消去する。

事前



令和7年8月1日
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目

②連絡先情報
　1.氏名
　2.性別
　3.生年月日
　4.住所
　5.電話番号
　6.世帯番号
　7.続柄
　8.世帯主氏名
  9.送付先情報
10.振替口座情報

②連絡先情報
　1.氏名
　2.氏名の振り仮名
　3.性別
　4.生年月日
　5.住所
　6.電話番号
　7.世帯番号
　8.続柄
　9.世帯主氏名
10.送付先情報
11.振替口座情報

事前

令和7年8月1日

Ⅲリスク対策　2.特定個人情報
の入手　特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシステム
を通じた入手を除く。）における
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

リスク：必要な情報以外を入手されるリスク
リスクに対する措置の内容：個人住民税システム
の操作者の操作情報を記録しており、目的外の入
手が行われていないか監査証跡できる。

リスク：必要な情報以外を入手されるリスク
リスクに対する措置の内容：個人住民税システム
の操作者の操作情報を記録しており、目的外の入
手が行われていないか監査証跡できる。

マイナポータル申請管理における措置
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必要な
者の要件を明示・周知し、本人以外の情報の入手
を防止する。
個人住民税申告ポータルにおける措置
住民が個人住民税申告ポータルの画面の誘導に
従い申請フォームに必要情報を入力することとな
るが、画面での誘導を簡潔に行うことで不要な情
報を送信してしまうリスクを防止する。

事前



令和7年8月1日

Ⅲ リスク対策　７．特定個人情
報の保管・消去　特定個人情報
の保管・消去におけるその他の
リスク及びそのリスクに対する
措置

～～～　（一部省略）　～～～
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベース上に保存される。

～～～　（一部省略）　～～～

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
１．特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作により実施されるため、通常、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定
個人情報を消去することはない。
２．ディスク交換やハード更改等の際は、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者に
おいて、保存された情報が読み出しできないよう、
物理破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去
する。

～～～　（一部省略）　～～～

～～～　（一部省略）　～～～
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセ
キュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が
保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュ
リティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。　　・
ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。　　・日本国内で
データを保管している。

＜マイナポータル申請管理における措置＞
・マイナポータル申請管理から取得したデータは、セキュリティゲートに
て入退館管理をしている建物のうち、さらに厳格な入退室管理を行って
いる区画に設置したサーバ内に保管している。
・基幹システムにデータを移動するための外部記憶媒体は、施錠でき
るキャビネットに保管している。
～～～　（一部省略）　～～～

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施され
るため、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはな
い。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメン
テナンス等によりディスクやハード等を交換する際は、クラウドサービ
ス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さら
に、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウド
サービス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理的破
壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報
システム機構及び中間サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置してい
るディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。
～～～　（一部省略）　～～～

＜マイナポータル申請管理における措置＞
・LGWAN接続端末に一時的に記録した個人番号付電子申請データ
は、紙に打出し後、速やかに完全消去する。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、使
用の都度速やかに完全消去する。

事前



令和7年8月1日
Ⅲ リスク対策　１０．その他のリ
スク対策

-

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することによ
り、政府情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）
に登録されたクラウドサービス事業者による高レベ
ルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減、及び技術力の高い運用担当者による均一的
で安定したシステム運用、監視を実現する。

事前

令和7年8月1日
Ⅲ リスク対策　９．従業員に対
する教育・啓発　具体的な方法

１　ガバメントクラウドにおける措置
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体
及びその業務データの取扱いについて委託を受け
るアプリケーション開発事業者等が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの
運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象
の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場か
ら、その契約を履行させることで対応する。また、
ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地
方公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するアプリケーション開発事業者等が対応する
ものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生
じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係
者で協議を行う。

２　中間サーバー･プラットフォームにおける措置
中間サーバー・プラットフォームを活用することによ
り、統一した設備環境による高レベルのセキュリ
ティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用
担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術
力の高い運用担当者による均一的で安定したシス
テム運用・監視を実現する。

１　ガバメントクラウドにおける措置
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体
及びその業務データの取扱いについて委託を受け
るアプリケーション開発事業者等が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの
運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象
の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場か
ら、その契約を履行させることで対応する。また、
ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地
方公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するアプリケーション開発事業者等が対応する
ものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生
じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係
者で協議を行う。

２　中間サーバー･プラットフォームにおける措置
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報
セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育
資材を作成し、中間サーバー･プラットフォームの
運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則
（接続運用規程等）や情報セキュリティに関する教
育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実
施することとしている。

事前


